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観 光 部 

 

 

 

 

観光庁の宿泊旅行統計調査の平成３１年３月分（第 2 次速報）が取りまとめられたこと

を受け、北陸信越運輸局管内（新潟県、長野県、富山県、石川県）の集計結果（平成３１年

３月）を取りまとめました。 

 

１．延べ宿泊者数（月別）（P３） 

平成３１年３月の管内の延べ宿泊者数については、管内 4 県計が３１５万人泊で

前年同月比は０．６％減、新潟県が９０万人泊で同９．０％増、長野県が１２７万

人泊で同６．１％減、富山県が２４万人泊で同８．２％減、石川県が７５万人泊で

同１．２％増であった。 

    なお、全国は４．６８７万人泊で同９．８%増であった。 

 

２．外国人延べ宿泊者数（月別）（P4） 

平成３１年３月の管内の外国人延べ宿泊者数については、管内 4 県計が２１万人

泊で前年同月比は９．３％増、新潟県が４万人泊で同６７．２％増、長野県が１０万

人泊で同７．０％増、富山県が１万人泊で同２．４％増、石川県が６万人泊で同５．

２％減であった。 

   なお、全国は８３８万人泊で同２３．５%増であった。 

 

３．宿泊施設の客室稼働率（月別）（P5） 

     平成３１年３月の管内の宿泊施設の客室稼働率については、管内 4 県計が４１．

７％で前年同月比は１．４ポイント増、新潟県が４４．４％で同２．３ポイント増、

長野県が３２．７％で同０．７ポイント増、富山県が４２．７％で同１．５ポイント

減、石川県が６１．２％で同ポイントであった。 

    なお、全国は６２．８%で同２．１ポイント増であった。 

 

４．延べ宿泊者数、外国人延べ宿泊者数、外国人比率（１～３月分）（P６） 

（１）平成３１年１～３月の管内の延べ宿泊者数については、管内 4 県計が９４４万人

泊で前年同期比は０．５％増、新潟県が２６９万人泊で同８．７％増、長野県が４

２０万人泊で同４．０％減、富山県が６７万人泊で同４．５％減、石川県が１８７

万人泊で同２．０％増であった。 

    なお、全国は１２，６０６万人泊で同９．４%増であった。 

 

（２）平成３１年１～３月の管内の外国人延べ宿泊者数については、管内 4 県計が１０

０万人泊で前年同期比は１４．４％増、新潟県が２０万人泊で同４５．６％増、長

野県が５７万人泊で同１１．９％増、富山県が５万人泊で同２６．４％増、石川県
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が１９万人泊で同３．６％減であった。 

   なお、全国は２，４９４万人泊で同２４．６%増であった。 

 

（３）平成３１年１～３月の管内の外国人比率（注）については、管内４県計が１０．

６％で前年同期比は１．３ポイント増、新潟県が７．６％で同２．０ポイント増、

長野県が１３．５％で同１．９ポイント増、富山県が６．８％で同１．６ポイント

増、石川県が１０．０％で同０．６ポイント減であった。 

   なお、全国は１９．８％で同２．４ポイント増であった。 

 

注）外国人比率とは、延べ宿泊者数に対する外国人延べ宿泊者数の割合。 

  [外国人比率] ＝［外国人延べ宿泊者数］÷[延べ宿泊者数]×１００ 

※ 宿泊旅行統計調査の活用における留意点（詳細は「参考」をご覧ください。） 

  ・当資料の数値は暫定値であるため、確定値において数値が変更します。 

 

 【連絡先】 

北陸信越運輸局 観光部 観光企画課 中村、入澤 

電 話 ０２５－２８５－９１８１ 

ＦＡＸ ０２５－２８５－９１７２ 
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観光庁の宿泊旅行統計調査の概要

参考

１．調査対象期間

毎月（１ヶ月間）

２．調査施設

全国のホテル、旅館、簡易宿所、会社・団体の宿泊所などの全宿泊施設

５４，５６６施設

平成３１年３月（第２次速報）

調査施設数 有効回収率

従業者数10名以上 12,365施設 59.2％

従業者数10名未満 7,149施設 38.2％

全体 19,514施設 51.5％
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● 母集団施設数について

・平成21年（確定値）第1四半期：従業者数10人以上の施設（約1万施設）

・平成22年（確定値）第1四半期以降：従業者数10人以上の施設（約１．２万施設）

※従業者数10人以上の施設でも、平成21年確定値と平成22年確定値の母集団数には差があります。比較する際

には、第１表をご確認頂く等、ご注意下さい。

○平成22年第２四半期（4～6月調査）から、従業者数10人未満の施設も調査対象となり、その際

に母集団数に差異が生じております。調査結果をご活用の際は以下の点にご留意下さい。

１．平成22年第1四半期以前の調査

（１）調査対象施設

平成16年度事業所・企業データベース（総務省）を基に、国土交通省観光庁で

補正を加えた名簿から抽出した、全国の従業者数10人以上のホテル、旅館、簡易

宿所の宿泊施設

（２）集計結果

全国の従業者数10人以上の宿泊施設における延べ宿泊者数等の推計値

２．平成22年第2四半期以降の調査 ※下線部は主な追加・変更点

（１）調査対象施設

統計法第27条に規定する事業所母集団データベース（総務省）を基に、国土交通省

観光庁で補正を加えた名簿から抽出した、全国のホテル、旅館、簡易宿所、会社・

団体の宿泊所などの宿泊施設

調査施設については、従業者数に応じて以下のとおり

● 従業者数10人以上の事業所 ： 全数（悉皆）調査

● 従業者数5人～9人の事業所 ： 1／3を無作為に抽出してサンプル調査

● 従業者数0人～4人の事業所 ： 1／9を無作為に抽出してサンプル調査

（２）集計結果

全国のすべての宿泊施設における延べ宿泊者数等の推計値

調査対象拡充の概要

宿泊旅行統計調査の活用における留意点

●宿泊旅行統計調査の詳細データについて

＜宿泊旅行統計調査＞の詳細データについては、下記ホームページに掲載しています。

国土交通省観光庁ホームページ
http://www.mlit.go.jp/kankocho/

○当資料の数値は暫定値であるため、確定値において数値が変更します。

観光庁 統計情報・白書 宿泊旅行統計調査

（宿泊旅行統計ホームページ）

統計情報
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